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徳島県保健福祉部 

障がい福祉課 事業者指導担当 

この手引きは、現行の制度等に基づき作成したものです。 

今後変更の可能性があることに留意してください。 
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Ⅰ 概要 

１．はじめに 

指定障害児通所支援事業所および指定障害児入所施設を開始する事業者（以下、「障がい児通

所支援事業者等」という。）は、児童福祉法に基づき、事業所が所在する都道府県知事等の指定を受

ける必要があります。 

この手引きは、指定を受けるために必要な要件や手続きの方法を説明したものですので、申請を行

う前に必ずお読みください。 

 

 

２．指定の要件 

指定申請を行う事業者は、以下の基準を満たす必要があります。 

○法人格を有すること（児童福祉法第２１条の５の１５第１４項） 

○指定基準を満たすこと（児童福祉法第２１条の５の１５第３項） 

○欠格事由に該当しないこと（児童福祉法第２１条の５の１５） 

 

（１）事業者の責務について（児童福祉法第２１条の５の１８） 

・指定障害児通所支援事業者は、障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、障害児及びその保護者の意思をできる限り尊重するとともに、行政機関、教育機関そ

の他の関係機関との緊密な連携を図りつつ、障害児通所支援を当該障害児の意向、適性、障

害の特性その他の事情に応じ、常に障害児及びその保護者の立場に立って効果的に行うよう

に努めなければならない。 

・指定障害児通所支援事業者は、その提供する障害児通所支援の質の評価を行うことその他

の措置を講ずることにより、障害児通所支援の質の向上に努めなければならない。 

・指定障害児通所支援事業者は、障害児の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律

に基づく命令を遵守し、障害児及びその保護者のため忠実にその職務を遂行しなければなら

ない。 

 

（２）指定基準について 

支援の種別ごとに以下の３つの視点から、指定基準が定められています。 

これらの基準に従って指定申請を行い、事業開始後もこれらの基準を遵守しなければなりま

せん。 

○人員基準 ： 従業者の知識、技能、人員配置等に関する基準 

○設備基準 ： 事業所等に必要な設備等に関する基準 

○運営基準 ： 支援の提供にあたって、事業者が行わなければならない事項や留意すべき事

項など、事業を実施する上で求められる運営上の基準 

 

    内容については、次の省令を参照してください。 

 

     ○児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

      （平成２４年２月３日厚生労働省令第１５号） 

     ○児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

（昭和２３年１２月２９日昭和２３年厚生省令第６３号） 
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（３）社会福祉法人が通所施設を運営するための要件について 

社会福祉法人が国または地方公共団体以外の者から不動産の貸付を受けて、通所施設を設

置する場合においては、原則、地上権又は賃借権を設定し、かつこれを登記しなければならない

こととなっています。ただし、以下のいずれかに該当する場合には、地上権又は賃借権の登記を

行わないこととしても差し支えないため、ご留意ください。 

・建物の賃貸借期間が賃貸借契約において１０年以上とされている場合 

・貸主が、地方住宅公社若しくはこれに準ずる法人、又は、地域における基幹的交通事業者

等の信用力の高い主体である場合 

 

○「国又は地方公共団体以外の者から不動産の貸与を受けて既設法人が通所施設を設置する場合の 

要件緩和について」(平成１２年９月８日厚生労働省令第６７０号) 

 

 

３．指定に係る事務手続き 

（１）新規指定 

新たに事業を実施する事業者は、「Ⅱ 指定申請について」を参照し、指定申請を行ってくだ

さい。指定は、事業種別ごとに行いますので、すでに指定を受けている事業者であっても、他の

種別の事業を行う場合は、改めて指定申請を行う必要があります。 

 

（２）指定の有効期間について 

指定の有効期間は、原則として６年間です。指定通知書に有効期間が記載されていますの

で、有効期間が終了するまでの間に、更新の手続きを行う必要があります。 

※事業者は、有効期間内に指定更新の手続きを行う必要があります。 

原則、こちらから個別に更新時期の通知等は行いませんので、各サービスの指定有効期限

満了日の前月末日までに、指定更新申請書類を提出してください。 

なお、手続きがない場合は、指定が失効しますので、ご留意ください。 

 

  （３）押印手続きの見直しについて 

      提出書類の代表者印は不要とします。 

      ただし、実務経験証明書については、引き続き証明者の押印が必要です。（写し可） 

     また、定款の原本証明は自署または法人印が必要です。
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Ⅱ 指定申請について 

１．指定申請のスケジュール 

・指定日（事業開始が可能となる日）は、毎月１日となります。 

・原則として、申請書類の提出までに事前協議を行います。事前協議に必要な書類（「２．提出

書類及び審査の内容について」を参照）をご準備いただき、必ずご予約の上、来課してくださ

い。 

・事前協議で伺った内容について審査した後、指定・設置認可申請（書面審査）へ移ります。 

書面審査と並行して、管理者や児童発達支援管理責任者等、事業に直接携わる方に来課い

ただき、実際の支援や運営について確認させていただくこともあります。 

・申請書類を受け付けてから、通常２ヶ月程度で書類審査を行います。ただし、書類の差し替え

等により、この期間より長くかかることもあります。また、指定申請が多い時期については、通常

よりも長い期間が必要となりますので、余裕をもって申請いただくようお願いします。 

・申請書類に著しい欠落・不備が見受けられた場合は、申請書を受け付けずに返却させていた

だくことがあります。申請書類を提出する際は、提出書類の確認を十分に行ってください。 

・書面審査が完了した後、現地確認を行います。現地確認では、申請書に添付された平面図と

一致しているか、事業所の設備が整い事業開始できる状態にあるか、掲示物が掲示されている

か等を確認します。 

・書面審査と現地確認が完了した後、指定へ移ります。 

 

 

【指定申請の流れ】 
 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

事前協議  

指定申請  

書面審査  

現地確認  

指定  

《指定日》毎月1日  

 

 

 

1ヶ月程度 

２ヶ月程度 

※書類の差し替え等に要した期間や 

現地確認の遅れにより、 

指定日が予定より遅くなることが 

あります。 

 

※指定予定日の３ヶ月前末日には 

協議が完了できるよう早めに 

各種書類等の整備をし、提出してください。 

 

 
※指定予定日の２ヶ月前 

初旬には申請書類を提出 

してください。 
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２．提出書類及び審査の内容について 

 

（１）事前協議 

新規指定を受ける事業者は、申請に先立ち、事前協議を行う必要があります。児童福祉

法に規定されている基準をご確認の上、事前協議に必要な書類をご準備ください。 

事前協議に必要な書類は以下のとおりです。 

 

 ① 事業計画（参考様式）及び支援内容がわかるもの 

・指定申請する事業内容について、実施方針や支援の内容を具体的に記入してくださ

い。枠が足りない場合は、別紙を添付してください。また、事業開始後の利用者数見込み

についても十分検討の上、記載してください。 

・支援内容（具体的な支援プログラム、1日のスケジュール等）のほか、なぜ障害児通所支

援事業等を始めようと思ったのかについても記載してください。 

 

② 管理者及び児童発達支援管理責任者経歴書（参考様式３） 

 ・資格要件に必要な内容（経歴、資格、修了している研修等）を記載してください。 

 ※児童発達支援管理責任者は、「児童発達支援管理責任者の要件となる実務経験申出書

（参考様式６）」も添付してください。 

 

③ 実務経験証明書（参考様式４・５）、資格証、研修修了証 

 ・管理者及び児童発達支援管理責任者の要件を満たしていることが分かる実務経験証明

書を提出してください。（証明者の押印が必ず必要です） 

 

④ 勤務形態一覧表（参考様式９）、組織体制図 

 ・新規採用予定者も記載し、組織体制図で兼務状況等が分かるように記載してください。 

 

⑤ 収支予算書 

 ・事業開始後１年間の収支の見込み（１ヶ月ごとの収支の内訳）を記載してください。 

 ・多機能型事業所の場合はサービスごとの収支予算書とし、給付費は、事業開始２ヶ月後の

収入として記載してください。 

 

⑥ 事業を行う場所の平面図（参考様式１） 

・居室等の状況（どの部屋を何に使用するのか）が分かる図を準備してください。 

 

⑦ 事業を行う場所の写真 

・建物の外観及び内観（使用する居室の状態が分かるもの）の写真を準備してください。 

 

⑧ 事業所の位置図・案内図 

・事業所の場所が分かる地図等をご準備ください。 

 

⑨他法令に関する状況の届出書（参考様式） 

・都市計画法や建築基準法、消防法等の事業所指定に当たっては様々な関係法令があ

り、法律によっては、指定申請前に確認しておくべきことがありますので、十分に他法令に

ついて確認を行い、理解しておいてください。 

   （※事業者は、「公的サービス」を提供することになり、その運営は公費によってまかなわれま
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す。利用者からは公明正大な運営が求められ、当然のこととして児童福祉法および関係法

令やルールを遵守する必要があります。） 

 

（２）申請書の提出 

・事前協議完了後、指定申請に必要な書類一式を添付した指定申請書を提出してください。 

 ※原則、指定申請書および添付書類が全て揃っていないと受付できません。 

・申請内容について確認することがあるため、事業者（申請書作成の担当者）の連絡先が分

かるものも一緒にご提出ください。 

・申請が集中した場合等には、指定申請の手続きが通常より遅くなることがありますので、申

請は余裕をもって早めに行ってください。 

・申請書類は、指定基準及びこの手引き等で必要事項を十分確認の上、提出してください。 

・原則として、申請を行う日までに法人登記・定款変更等の手続きが完了している必要があり

ます。やむを得ない理由により定款変更が申請に間に合わない場合は、定款変更の誓約書

（参考様式）の提出が必要となります。 

 

（３）書面審査 

・提出いただいた書類により審査を行います。申請書類の内容について問い合わせることが

ありますので、必ず副本を作成し、事業者側で保管してください。 

・書類の追加提出や差し替え等をお願いすることがあります。その際は、メール・持参・郵送

等により速やかに対応してください。差し替え等に要した期間は審査が止まりますので、遅延

の程度によっては指定日が遅れることがあります。 

 

（４）現地確認 

・書面審査が完了してから、事業開始予定の事業所が設備基準を満たしているか、担当者が

現地確認します。 

・現地確認時には、建物の建築・改修等が完了し、消防等の確認も受けたうえで事業が開始

できるよう設備・備品等が揃っている必要があります。 

・指定事務手続きの関係上、指定希望日の原則２週間前までに書類審査がすべて完了し、

現地確認を行う必要があります。現地確認の遅れにより、指定日が遅れることがありますの

で、建築・改修等の計画にご留意ください。 

・現地確認時には、平面図および掲示物の確認をします。掲示物については、各サービスの

掲示物に関する条文をご確認ください。また、徳島県では基準省令のほか、「苦情解決ポス

ター」および「虐待防止ポスター」を掲示することとしています。 

 ※「苦情解決ポスター」は、徳島県社会福祉協議会のＨＰよりダウンロードしてください。 

「虐待防止ポスター」は、現地確認当日に担当者が持参します。 

 

（５）指定 

・上記の審査により、基準を満たすと判断された事業者は、指定を受けることができます。指

定通知書は、郵送もしくは直接お渡しします。 

・指定の有効期間は、指定の発効日より起算して６年間となります。この期間は、指定通知書

に記載されていますので、必ずご確認ください。 

※多機能型事業所の場合は、指定更新の有効期間を合わせることができます。 
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 事前に担当者へお伝えください。 
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Ⅲ 指定基準について 

指定を受けるには、こども家庭庁が定める指定基準・最低基準等を満たすことが必要です。各

事業別の指定基準についての概略を掲載しますが、人員基準・設備基準・運営基準等の詳細

は、こども家庭庁の通知等をご確認ください。 

 

１ 支援種別での指定基準について 

（１）児童発達支援 

《支援の概要》 

日常生活における基本的な動作の指導及び知識技能の習得並びに集団生活への適応のた

めの支援その他必要な支援又はこれに併せて治療を行う。 

《対象》 

療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる主に未就学の障がい

児（具体的には次のような例） 

・市町村等が行う乳幼児健診等で療育の必要性があると認められた児童 

・保育所や幼稚園に在籍しているが、併せて、指定児童発達支援事業所において、専門的

な療育・訓練を受ける必要があると認められた児童 

《指定基準の概要》 

①児童発達支援センター以外 

人 

 

員 

 

基 

 

準 

従 

 

業 

 

者 

児童指導員、 

保育士又は 

障がい福祉サービ

ス経験者 

○１人以上は常勤 

○合計数が以下の区分に応じてそれぞれに定める数以上 

１）障がい児の数が１０人まで ２人以上 

２）１０人を超えるもの ２人に、障がい児の数が１０を超え

て５又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

○機能訓練担当職員、看護職員の数を合計数に含めること

ができる 

○半数以上は児童指導員又は保育士 

児童発達支援 

管理責任者 
１人以上（１人以上は専任かつ常勤） 

機能訓練担当職員 

 

看護職員 

機能訓練を行う場合に置く 

 

医療的ケアを行う場合に置く 

管理者 
原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するもの 

（支障がない場合は他の職務と兼務可） 

設備基準 
○発達支援室（訓練に必要な機械器具等を備えること） 

○その他、支援の提供に必要な設備及び備品を備えること 

定員規模 １０人以上（主として重症心身障がい児を通わせる場合は5人以上） 

 

 

※主として重症心身障がい児を通わせる場合の人員基準 
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人 

 

員 

 

基 

 

準 

 

従 

 

業 

 

者 

嘱託医 １人以上 

看護職員※職種：保健師、助産師、看護師

又は准看護師 

１人以上 

  

児童指導員又は保育士 １人以上 

機能訓練担当職員※職種：理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士及び心理指導職員 
１人以上 

児童発達支援管理責任者 上記同様 

管理者 上記同様 

 

 ②児童発達支援センター 

人 

 

員 

 

基 

 

準 

従 

 

業 

 

者 

嘱託医 １人以上 

児童指導員 

及び保育士 

○総数がおおむね障がい児の数を４で除して得た数以上 

※機能訓練担当職員、看護職員の数を総数に含めるこ

とができる 

児童指導員 １人以上 

保育士 １人以上 

○半数以上は児童指導員又は保育士 

栄養士 

１人以上（併設の社会福祉施設との兼務可） 

※障がい児の数が40人以下の場合は置かないことができ

る 

調理員 

１人以上（併設の社会福祉施設との兼務可） 

※調理業務の全部を委託する場合は置かないことができ

る 

児童発達支援

管理責任者 
１人以上（１人以上は専任かつ常勤） 

機能訓練担当 

職員 

 

看護職員 

機能訓練を行う場合に置く 

 

 

医療的ケアを行う場合に置く 

管理者 
原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するもの 

（支障がない場合は他の職務と兼務可） 

※治療を行う場合は、医療法に定める従業者を配置。 

※主として難聴児を通わせる場合の従業者については、上記表の人員に加え、言

語聴覚士を指定児童発達支援の単位ごとに４人以上配置すること。 

※主として重症心身障がい児を通わせる場合の従業者については、上記表の人員

に加え、従業者とは別に看護師を１人以上配置すること。また、機能訓練担当職

員については、必置で１人以上とすること。 
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設 

 

備 

 

基 

 

準 

発達支援室 

○定員はおおむね１０人 

○障がい児１人あたりの床面積は、２．４７㎡以上（主と

して難聴児又は重症心身障がい児を通わせる場合

は除く） 

遊戯室 

○障がい児１人あたりの床面積は、１．６５㎡以上（主と

して難聴児又は重症心身障がい児を通わせる場合

は除く） 

○主として重症心身障がい児を通わせる場合は、設け

ないことができる 

屋外遊技場、医務

室、相談室 

主として重症心身障がい児を通わせる場合は設けな

いことができる 

調理室、便所  

静養室 主として知的障がいのある児童を通わせる場合 

聴力検査室 主として難聴児を通わせる場合 

その他、支援の提供に必要な設備及び備品等 

定員規模 １０人以上（主として重症心身障がい児を通わせる場合は5人以上） 
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（３）放課後等デイサービス 

《支援の概要》 

授業の終了後又は学校の休業日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力

の向上のために必要な支援、社会との交流の促進その他必要な支援を行う。 

《対象》 

学校教育法第1条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く）又は専修学校等に就学して

おり、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障がい児。 

《指定基準の概要》 

人 

 

員 

 

基 

 

準 

従 

 

業 

 

者 

児童指導員 

又は保育士 

○1人以上は常勤 

○合計数が以下の区分に応じてそれぞれに定める数以

上 

１）障がい児の数が10人まで 2人以上 

２）10人を超えるもの 2人に、障がい児の数が10を超

えて5又はその端数を増すごとに1を加えて得た数以

上 

○機能訓練担当職員、看護職員の数を合計数に含めるこ

とができる 

○機能訓練担当職員、看護職員の数を合計数に含める

場合は、半数以上は児童指導員又は保育士 

児童発達支援 

管理責任者 
1人以上（1人以上は専任かつ常勤） 

機能訓練担当職

員 
機能訓練を行う場合に置く 

管理者 
原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するもの 

（支障がない場合は他の職務と兼務可） 

設備基準 
○発達支援室（訓練に必要な機械器具等を備えること） 

○その他、支援の提供に必要な設備及び備品等を備えること 

定員規模 10人以上（主として重症心身障がい児を通わせる場合は5人以上） 

※主として重症心身障がい児を通わせる場合の人員基準 

人 

員 

基 

準 

従 

業 

者 

嘱託医 1人以上 

看護職員 1人以上 

児童指導員又は保育士 1人以上 

機能訓練担当職員 1人以上 

児童発達支援管理責任

者 
上記同様 

管理者 上記同様 
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（４）居宅訪問型児童発達支援 

《支援の概要》 

居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作及び知識技能の習得、生活能力向上のた

めに必要な支援、その他必要な支援を行う。 

《対象》 

重度の障がいの状態その他これに準ずる状態にあり、児童発達支援又は放課後等デイサー

ビスを受けるために外出することが著しく困難であると認められた障がい児。 

   ※重度の障がいの状態その他これに準ずる状態とは、次に掲げるものをいう。 

① 人工呼吸器を装着している状態その他の日常生活を営むために医療を要する状態 

② 重い疾病のため感染症にかかるおそれがある状態 

 

《指定基準の概要》 

人 

 

員 

 

基 

 

準 

従 

業 

者 

訪問支援員 

○訪問支援を行うために必要な数 

○障がい児について、介護、支援を行う業務その他の業務

に３年以上従事した理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士、看護職員又は保育士等 

児童発達支援 

管理責任者 

1人以上（専ら当該事業所の職務に従事する者を1人以

上） 

管理者 

原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するもの 

（上記訪問支援員及び児童発達支援管理責任者を併せ

て兼務する場合を除き、他の職務との兼務可） 

設 

備 

基 

準 

専用の区画 
○専用の事務室が望ましい（他の事業と同一の事務室も可） 

○利用申込みの受付、相談等に対応するスペースを確保する 

その他、支援の提供に必要な設備及び備品等を備えること 
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（５）保育所等訪問支援 

《支援の概要》 

保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児童との集団生活への適応のため

の専門的な支援その他必要な支援を行う。 

《対象》 

保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校、認定こども園その他児童が集団生活を営む施設

に通う障がい児であって、当該施設を訪問し、専門的な支援が必要と認められた障がい児。 

《指定基準の概要》 

人 

 

員 

 

基 

 

準 

従 

業 

者 

訪問支援員 

訪問支援を行うために必要な数 

※障がい児支援に関する知識及び相当の経験を有する

児童指導員、保育士、理学療法士、作業療法士又は心

理担当職員等であって、集団生活への適応のため専門

的な支援の技術を有する者 

児童発達支援 

管理責任者 

1人以上（専ら当該事業所の職務に従事する者を1人以

上） 

管理者 

原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するもの 

（上記訪問支援員及び児童発達支援管理責任者を併せ

て兼務する場合を除き、他の職務との兼務可） 

設 

備 

基 

準 

専用の区画 
○専用の事務室が望ましい（他の事業と同一の事務室も可） 

○利用申込みの受付、相談等に対応するスペースを確保する 

その他、支援の提供に必要な設備及び備品等を備えること 

 

 

２ 多機能型事業所に関する特例について 

障害児通所支援事業において、複数の事業を一体的に組み合わせて行う場合、多機能型とし

ての指定が可能となります。なお、多機能型であっても事業者の指定は事業の種別ごとに行うこ

とになるため、事業の追加については、事業の変更ではなく、追加指定となります。 

 

（１）従業者の員数に関する特例 

多機能型事業所に配置される従業者については、当該多機能型事業所の職務に専従する

ものとして、本来は事業ごとに配置される従業者においても、兼務を可能とします。その上

で、多機能型事業所として行う指定通所支援事業に必要な従業者の員数が確保される必要

があります。 

（２）設備に関する特例 

本来は事業ごとに必要とされる設備について、支援の提供に支障のない範囲内において兼

用することが可能です。 

（３）利用定員に関する特例 

当該多機能型事業所が行うすべての指定通所支援事業を通じて10人以上（主として重症心

身障がい児を通わせる場合は5人以上）とすることが可能です。 

（４）報酬について 

報酬算定にあたって、定員規模については、当該多機能型事業所において行う指定通所支

援の利用定員の合計数を利用定員として算定します。 
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Ⅳ その他必要な手続き 
 

１ 指定申請と同時に行う手続き 

①障害児通所支援事業等を開始することに関する届出（様式あり） 

障害児通所支援事業等を開始するにあたっては、指定申請とともに、「障害児通所支援事業

等開始届」を提出する必要があります。また、児童発達支援センターにおいては、児童福祉

施設設置認可申請書（参考様式）も併せて提出する必要があります。 

 

②障害児通所給付費の算定に関する届出 

給付費を算定するにあたっては、あらかじめ加算項目等を届け出る必要があります。また、事

業開始後に加算の変更がある場合は、その都度届出を行う必要があります。 

【必要書類】 

○障害児（通所・入所）給付費等の算定に係る体制等に関する届出書（様式第５号） 

○障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

○従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（参考様式９） 

○該当する加算項目に関する届出書及び必要な添付書類 

 

③福祉・介護職員処遇改善加算に関する届出（様式第５号） 

福祉・介護職員処遇改善加算を申請する場合は、必要書類とともに届け出てください。また、

すでに取得している場合は、変更届を提出してください。 

※ 詳細は、徳島県障がい福祉課のホームページにて確認してください。 

 

２ 支援開始後に行う手続き 

事業者は、こども家庭庁で定められている事項に変更があった場合等は、届出書を提出する

必要があります。 

届出が必要な事項 提出期限 

ことも家庭庁で定める事項に変更があった

とき 
変更の日から10日以内 

事業を廃止又は休止するとき 廃止又は休止の日の1ヶ月前 

休止した事業を再開するとき 事業を再開したときから10日以内 

※障害児通所給付費に関する届出については、変更を届け出た時期により、加算項目等の

算定開始時期が異なります。 

（１）加算等の算定される単位数が増える場合 

①届出が月の15日以前に行われた場合・・・・・・翌月から算定を開始 

②届出が月の16日以降に行われた場合・・・・・・翌々月から算定を開始 

（２）加算等の算定される単位数が減る場合、又は加算等が算定されなくなる場合 

届出の時期に関わらず、加算等の単位数が減る、又は算定されなくなる事実が発生し

た日から算定を行わない。 
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Ⅴ 参考事項 
 

１ 児童発達支援管理責任者の要件について 
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18 

 

２ 児童指導員の資格要件について 

「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年12月29日厚生省令第63号）」より 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（児童指導員の資格） 

 

第43条 児童指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

 

一 都道府県知事の指定する児童福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を 

   卒業した者 

 

二 社会福祉士の資格を有する者 

 

三 精神保健福祉士の資格を有する者 

 

四 学校教育法の規定による大学（短期大学を除く。次号において同じ。）において、社会 

    福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を 

    修めて卒業した者 

 

五 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会 

   学に関する科目の単位を優秀な成績で修得したことにより、同法第百二条第二項の 

   規定により大学院への入学を認められた者 

 

六 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社 

   会学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

 

七 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科 

   又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

 

八 学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第九十 

   条第二項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による十二 

   年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育 

   を修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定し 

   た者であって、二年以上児童福祉事業に従事したもの 

 

九 教育職員免許法に規定する幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は 

    中等教育学校の教諭の免許状を有する者であって、都道府県知事が適当と認めた者 

 

十 三年以上児童福祉事業に従事した者であって、都道府県知事が適当と認めたもの 

 

２ 前項第一号の指定は、児童福祉法施行規則（昭和二十三年厚生省令第十一号）別表に 

  定める教育内容に適合する学校又は施設について行うものとする。ほ 
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３ 運営規程について 

指定障害児通所支援事業者等は、指定基準に基づき、事業を運営する上での重要事項を定

めた「運営規程」を作成する必要があります。運営規程で定めなければならない事項は、次のと

おりです。 

ただし、下記事項は基準上決められている内容です。下記以外にも、事業所運営上必要な事

項がありましたら、運営規程に明記するようお願いします。 

 

 
 

 

一  事業（施設）の目的及び運営の方針 

二  従業者の職種、員数及び職務の内容 

三  営業日及び営業時間    ※サービス提供時間も記載すること 

四  利用（入居）定員    ※保育所等訪問支援及び居宅訪問型児童発達支援は除く 

五  指定通所（入所）支援の内容並びに通所（入所）給付決定保護者から受領する費用の

種類及びその額 

六  通常の事業の実施地域 ※障害児入所施設は除く 

七  サービス（施設）の利用に当たっての留意事項 

八  緊急時等における対応方法 

九  非常災害対策 

十  事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類（障害児入所

施設においては、主として入所させる障害児の障害の種類） 

十一 虐待の防止のための措置に関する事項 

十二 その他運営に関する重要事項 

 

 

 

 


